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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出しましたので、平成22年９月29日付をもって提出した有価証券届出書（以

下「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また、記載事項のうち、「第

二部　ファンド情報」および「第三部　委託会社等の情報」に訂正すべき事項がありますので、これ

を訂正するとともに併せて原届出書添付書類の訂正を行うものです。

Ⅱ【訂正の内容】

（1）　原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に

訂正します。

           部分は、訂正部分を示します。

（2）　原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」について、該当箇所を

更新します。

（3）　原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」の末尾に、第８期

中間計算期間（平成22年６月30日から平成22年12月29日まで）にかかる中間監査報告書ならび

に中間財務諸表の内容を追加し、「同２　ファンドの現況」を更新します。

（4）　原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」

について、以下に記載した内容のとおり原届出書を更新するとともに、原届出書の財務諸表の末

尾に、第51期中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）にかかる中間監査

報告書ならびに中間財務諸表の内容を追加します。
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第二部　【ファンド情報】

第１　【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（1）【ファンドの目的及び基本的性格】

ａ．ファンドの目的及び基本的性格

＜訂正前＞

当ファンドは、追加型投信／国内／株式に属し、富山、石川、福井の北陸３県に本社を置く企

業、進出している企業の上場株式に投資し、投資信託財産の長期的な成長を目指します。

（略）

＜訂正後＞

当ファンドは、追加型投信／国内／株式に属し、主としてわが国の株式に投資し、投資信託財

産の長期的な成長を目指して運用を行います。

（略）

（3）【ファンドの仕組み】

ｂ．委託会社の概況

＜訂正前＞

（イ）資本金の額

現在の資本金の額 45億2,430万円

（略）

（ハ）大株主の状況

（本書提出日現在）

株　主　名 住　所 持　株　数 持株比率

みずほ証券株式会社

株式会社みずほ証券リサーチ＆

コンサルティング

株式会社みずほ銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

東京都千代田区大手町１－５－１

東京都中央区日本橋１－17－10

東京都千代田区内幸町１－１－５

東京都千代田区丸の内１－３－３

1,393,462株

120,000

91,086

91,029

76.42％

6.58

4.99

4.99

＜訂正後＞

（イ）資本金の額（平成23年１月末現在）

資本金の額 45億2,430万円

（略）

（ハ）大株主の状況

（平成23年１月末現在）

株　主　名 住　所 持　株　数 持株比率

みずほ証券株式会社

株式会社みずほ証券リサーチ＆

コンサルティング

株式会社みずほ銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

東京都千代田区大手町１－５－１

東京都中央区日本橋１－17－10

東京都千代田区内幸町１－１－５

東京都千代田区丸の内１－３－３

1,396,362株

122,000

91,086

91,029

76.58％

6.69

4.99

4.99
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２【投資方針】

（3）【運用体制】

ａ．当ファンドの運用体制

＜訂正前＞

（略）

※平成22年９月29日現在、コンプライアンスオフィサーは１名、コンプライアンス部は12名です。人

員は今後変更になることがあります。

（略）

＜訂正後＞

（略）

※平成23年３月28日現在、コンプライアンスオフィサーは１名、コンプライアンス部は12名です。人

員は今後変更になることがあります。

（略）

３【投資リスク】

（1）ファンドのもつリスク

＜訂正前＞

（略）

ｄ．信用リスク

信用リスクとは、当ファンドが投資する公社債および短期金融商品の発行体が財政難、経営

不振、その他の理由により、利息や償還金をあらかじめ決められた条件で支払うことができな

くなる（債務不履行）リスクをいいます。一般に債務不履行が発生した場合、または予想され

る場合には、公社債および短期金融商品の価格は下落します。また、発行体の格付けの変更に伴

い価格が下落するリスクもあります。

また、当ファンドが投資する株式の発行企業が、業績悪化、経営不振あるいは倒産等に陥った

場合には、その企業の株式の価値が大きく減少すること、もしくは無くなることがあり、当ファ

ンドの基準価額に大きな影響を及ぼすことがあります。これらの影響を受け当ファンドの基準

価額が下落する可能性があります。

ｅ．流動性リスク

流動性リスクとは、有価証券等を売買しようとする場合、需要または供給が乏しいために、有

価証券等を希望する時期に、希望する価格で、希望する数量を売買することができないリスク

をいいます。当ファンドが売買しようとする有価証券等の市場規模が小さい場合や取引量が少

ない場合、希望する売買が希望する価格でできない可能性があります。特に流動性の低い有価

証券等を売却する場合には、その影響を受け当ファンドの基準価額が下落する可能性がありま

す。

（略）

＜訂正後＞

（略）

ｄ．流動性リスク

流動性リスクとは、有価証券等を売買しようとする場合、需要または供給が乏しいために、有

価証券等を希望する時期に、希望する価格で、希望する数量を売買することができないリスク

をいいます。当ファンドが売買しようとする有価証券等の市場規模が小さい場合や取引量が少

ない場合、希望する売買が希望する価格でできない可能性があります。特に流動性の低い有価

証券等を売却する場合には、その影響を受け当ファンドの基準価額が下落する可能性がありま
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す。

ｅ．信用リスク

信用リスクとは、当ファンドが投資する公社債および短期金融商品の発行体が財政難、経営

不振、その他の理由により、利息や償還金をあらかじめ決められた条件で支払うことができな

くなる（債務不履行）リスクをいいます。一般に債務不履行が発生した場合、または予想され

る場合には、公社債および短期金融商品の価格は下落します。また、発行体の格付けの変更に伴

い価格が下落するリスクもあります。

また、当ファンドが投資する株式の発行企業が、業績悪化、経営不振あるいは倒産等に陥った

場合には、その企業の株式の価値が大きく減少すること、もしくは無くなることがあり、当ファ

ンドの基準価額に大きな影響を及ぼすことがあります。これらの影響を受け当ファンドの基準

価額が下落する可能性があります。

（略）

５【運用状況】

＜更新後＞

（1）【投資状況】

(平成23年１月31日現在)

分　　類 資産の種類 国・地域 金  額 評価方法 投資比率

有価証券 株　　　　式

円 ％

日本 97,439,300時価 96.8

円 ％

小計 97,439,300－ 96.8

円負債控除後の ％

その他資産 コール・ローン等 日本 3,242,781取得価額 3.2

円 ％

－ 純資産総額 100,682,081－ 100.0

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（2）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

（平成23年１月31日現在）

順

位
銘　　　柄　　　名

国・

地域
種類 業　　種 株数

帳　簿　価　額 評　 価　 額 投資

比率

（％）

単価

（円）

金額

（円）

単価

（円）

金額

（円）

1北陸電力 日本 株式 電気・ガス業 8,4001,957.0116,438,8842,000 16,800,00016.68

2
ほくほくフィナンシャルグ

ループ
日本 株式 銀行業 53,000165.008,745,000166 8,798,0008.73

3住友電気工業 日本 株式 非鉄金属 3,2001,071.003,427,2001,192 3,814,4003.78

4日本ゼオン 日本 株式 化学 5,000533.002,665,000752 3,760,0003.73

5北國銀行 日本 株式 銀行業 13,000326.964,250,480278 3,614,0003.58

6小松製作所 日本 株式 機械 1,4001,685.112,359,1642,444 3,421,6003.39

7不二越 日本 株式 機械 9,000258.002,322,000374 3,366,0003.34

8ワコールホールディングス 日本 株式 繊維製品 3,0001,105.003,315,0001,099 3,297,0003.27

9不二製油 日本 株式 食料品 2,6001,349.003,507,4001,189 3,091,4003.07

10トヨタ自動車 日本 株式 輸送用機器 9003,080.002,772,0003,400 3,060,0003.03

11日医工 日本 株式 医薬品 1,3003,264.834,244,2792,315 3,009,5002.98
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12ＪＸホールディングス 日本 株式 石油・石炭製品 5,300435.002,305,500555 2,941,5002.92

13日東電工 日本 株式 化学 6003,590.262,154,1614,090 2,454,0002.43

14関西電力 日本 株式 電気・ガス業 1,2002,163.002,595,6002,030 2,436,0002.41

15信越化学工業 日本 株式 化学 5004,350.002,175,0004,620 2,310,0002.29

16福井銀行 日本 株式 銀行業 9,000296.002,664,000253 2,277,0002.26

17パナソニック 日本 株式 電気機器 2,0001,134.002,268,0001,124 2,248,0002.23

18大日本印刷 日本 株式 その他製品 2,0001,078.002,156,0001,122 2,244,0002.22

19ブリヂストン 日本 株式 ゴム製品 1,4001,446.002,024,4001,576 2,206,4002.19

20
富士フイルムホールディング

ス
日本 株式 化学 7002,663.721,864,6072,965 2,075,5002.06

21日産化学工業 日本 株式 化学 2,0001,032.002,064,0001,014 2,028,0002.01

22コーセル 日本 株式 電気機器 1,5001,390.952,086,4251,292 1,938,0001.92

23村田製作所 日本 株式 電気機器 3004,280.001,284,0006,220 1,866,0001.85

24ナナオ 日本 株式 電気機器 9001,962.091,765,8812,000 1,800,0001.78

25
ジェイ　エフ　イー　ホールディ

ングス
日本 株式 鉄鋼 6002,838.001,702,8002,635 1,581,0001.57

26アステラス製薬 日本 株式 医薬品 5003,025.001,512,5003,135 1,567,5001.55

27セーレン 日本 株式 繊維製品 2,500482.061,205,150617 1,542,5001.53

28日本通運 日本 株式 陸運業 4,000412.001,648,000346 1,384,0001.37

29横河電機 日本 株式 電気機器 1,800575.841,036,521659 1,186,2001.17

30リコー 日本 株式 電気機器 1,0001,152.001,152,0001,169 1,169,0001.16

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する評価金額の比率です。なお、投資比率は小数第３位

以下を切り捨てているため、合計と一致しない場合があります。以下同じ。

種類別投資比率（平成23年1月31日現在）

種　　　　　類 投資比率（％）

株　　　　　式 96.77

合　　　　　計 96.77

株式業種別投資比率（平成23年1月31日現在）

業　　　　　種 投資比率（％）

食料品 3.07

繊維製品 4.80

パルプ・紙 0.65

化学 12.54

医薬品 4.54

石油・石炭製品 2.92

ゴム製品 2.19

鉄鋼 1.57

非鉄金属 3.78

機械 7.54

電気機器 10.13

輸送用機器 3.03

その他製品 3.33

EDINET提出書類

新光投信株式会社(E12432)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 6/34



電気・ガス業 19.10

陸運業 2.01

卸売業 0.92

銀行業 14.58

合　　　　　計 96.77

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

（3）【運用実績】

①【純資産の推移】

（単位：円）

純資産総額

(分配落ち)

純資産総額

(分配付き)

基準価額

(分配落ち)

基準価額

(分配付き)

第1期計算期間末 227,028,137227,935,63312,508 12,558

第2期計算期間末 408,004,945411,205,15312,749 12,849

第3期計算期間末 454,454,492471,515,01315,983 16,583

第4期計算期間末 325,427,823329,327,13816,692 16,892

第5期計算期間末 191,738,114194,695,91512,965 13,165

第6期計算期間末 132,980,252134,907,00010,353 10,503

第7期計算期間末

(平成22年6月29日)
106,854,988107,973,4039,554 9,654

平成22年1月末日 121,802,709 － 9,914 －

平成22年2月末日 118,776,974 － 9,873 －

平成22年3月末日 126,787,306 － 10,606 －

平成22年4月末日 124,543,891 － 10,569 －

平成22年5月末日 113,068,900 － 9,592 －

平成22年6月末日 105,566,907 － 9,439 －

平成22年7月末日 104,443,175 － 9,405 －

平成22年8月末日 100,193,710 － 9,093 －

平成22年9月末日 99,199,480 － 9,327 －

平成22年10月末日 97,727,692 － 9,186 －

平成22年11月末日 99,721,581 － 9,480 －

平成22年12月末日 100,065,462 － 9,743 －

平成23年1月末日 100,682,081 － 9,884 －

（注）基準価額は１万口当たりの純資産額です。

②【分配の推移】
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決算期 1万口当たりの分配金

第1期計算期間

(平成16年6月29日)
50円

第2期計算期間

(平成17年6月29日)
100円

第3期計算期間

(平成18年6月29日)
600円

第4期計算期間

(平成19年6月29日)
200円

第5期計算期間

(平成20年6月30日)
200円

第6期計算期間

(平成21年6月29日)
150円

第7期計算期間

(平成22年6月29日)
100円

第8期中間計算期間

(平成22年12月29日)
該当事項なし

③【収益率の推移】

決算期 収益率

第1期計算期間

(平成16年6月29日)
25.6％

第2期計算期間

(平成17年6月29日)
2.7％

第3期計算期間

(平成18年6月29日)
30.1％

第4期計算期間

(平成19年6月29日)
5.7％

第5期計算期間

(平成20年6月30日)
△21.1％

第6期計算期間

(平成21年6月29日)
△19.0％

第7期計算期間

(平成22年6月29日)
△6.8％

第8期中間計算期間

(平成22年12月29日)
2.9％

（注１）収益率とは、各計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を基準とした、

各計算期間末の基準価額（分配付き）の上昇（または下落）率をいいます。なお、第１

期計算期間の収益率は、１万口当たりの当初元本を基準に算出しています。

（注２）収益率は小数第２位を四捨五入しています。

（4）【設定及び解約の実績】

計算期間 設定口数 解約口数

第1期計算期間 686,455,624口 504,956,403口
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第2期計算期間 312,249,702口 173,728,096口

第3期計算期間 361,593,983口 397,272,788口

第4期計算期間 69,964,884口 159,341,109口

第5期計算期間 367,057口 47,442,797口

第6期計算期間 333,491口 19,773,677口

第7期計算期間 348,935口 16,957,305口

第8期中間計算期間 157,159口 9,294,636口

（注）第１期計算期間の設定口数には、当初申込期間の販売口数を含みます。

＜参考情報＞
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原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」の末尾に、第８期中間

計算期間（平成22年６月30日から平成22年12月29日まで）にかかる中間監査報告書ならびに中間財務

諸表の内容を追加し、「同２　ファンドの現況」を更新します。
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＜追加および更新後＞
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第３　【ファンドの経理状況】

（1）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）（以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条

の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令

第133号）に基づいて作成しております。

　なお、中間財務諸表等規則は、平成20年8月7日付内閣府令第50号及び平成20年12月12日付内

閣府令第80号により改正されておりますが、第7期中間計算期間（平成21年6月30日から平成

21年12月29日まで）については内閣府令第50号附則第4条1項1号により、内閣府令第50号改

正前の中間財務諸表等規則及び内閣府令第80号改正後の中間財務諸表等規則に基づき作成

しており、第8期中間計算期間（平成22年6月30日から平成22年12月29日まで）については内

閣府令第50号及び内閣府令第80号改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

　また、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（2）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第7期中間計算期間（平成

21年6月30日から平成21年12月29日まで）及び第8期中間計算期間（平成22年6月30日から平

成22年12月29日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人による中間監査を

受けております。

１　中間財務諸表

北陸３県応援ファンド　中間財務諸表
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（1）【中間貸借対照表】
（単位：円）

第7期中間計算期間末
(平成21年12月29日現在)

第8期中間計算期間末
(平成22年12月29日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 8,492,763 4,231,563

株式 118,354,200 97,737,800

未収配当金 48,500 82,000

未収利息 13 6

流動資産合計 126,895,476 102,051,369

資産合計 126,895,476 102,051,369

負債の部

流動負債

未払解約金 － 546,011

未払受託者報酬 68,499 53,518

未払委託者報酬 616,439 481,644

その他未払費用 4,426 3,219

流動負債合計 689,364 1,084,392

負債合計 689,364 1,084,392

純資産の部

元本等

元本 123,957,043 102,704,024

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 2,249,069 △1,737,047

（分配準備積立金） 15,500,017 12,692,581

元本等合計 126,206,112 100,966,977

純資産合計 126,206,112 100,966,977

負債純資産合計 126,895,476 102,051,369
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第7期中間計算期間
自平成21年 6月30日
至平成21年12月29日

第8期中間計算期間
自平成22年 6月30日
至平成22年12月29日

営業収益

受取配当金 984,000 863,650

受取利息 2,155 1,580

有価証券売買等損益 △2,307,055 2,413,138

営業収益合計 △1,320,900 3,278,368

営業費用

受託者報酬 68,499 53,518

委託者報酬 616,439 481,644

その他費用 4,426 3,219

営業費用合計 689,364 538,381

営業利益 △2,010,264 2,739,987

経常利益 △2,010,264 2,739,987

中間純利益 △2,010,264 2,739,987

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 122,904 △80,430

期首剰余金又は期首欠損金（△） 4,530,381 △4,986,513

剰余金増加額又は欠損金減少額 5,117 437,760

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

－ 437,760

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

5,117 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 153,261 8,711

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

153,261 －

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 8,711

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 2,249,069 △1,737,047
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（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　　　　分
第7期中間計算期間
自 平成21年 6月30日
至 平成21年12月29日

第8期中間計算期間
自 平成22年 6月30日
至 平成22年12月29日

1.有価証券の評価基準及び
評価方法

株式
　移動平均法に基づき、原則として時価
で評価しております。
　時価評価にあたっては、金融商品取引
所及び外国金融商品市場における最終
相場（最終相場のないものについて
は、それに準じる価額）に基づいて評
価しております。

株式
同左

2.収益及び費用の計上基準 受取配当金
　原則として、株式の配当落ち日におい
て、確定配当金額又は予想配当金額を
計上しております。

受取配当金
同左

（追加情報）

第7期中間計算期間
自 平成21年 6月30日
至 平成21年12月29日

第8期中間計算期間
自 平成22年 6月30日
至 平成22年12月29日

―――――――――― 当中間計算期間より、「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しており
ます。

（中間貸借対照表に関する注記）

区　　　　　　　　分 第7期中間計算期間末
［平成21年12月29日現在］

第8期中間計算期間末
［平成22年12月29日現在］

1.期首元本額 128,449,871円 111,841,501円

期中追加設定元本額 173,018円 157,159円

期中一部解約元本額 4,665,846円 9,294,636円

2.元本の欠損 ―――――――――― 　中間貸借対照表上の純資産額
が元本総額を下回っており、そ
の差額は1,737,047円でありま
す。

3.中間計算期間末日における受益権の総数 123,957,043口 102,704,024口

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

区　　　　分
第7期中間計算期間
自 平成21年 6月30日
至 平成21年12月29日

第8期中間計算期間
自 平成22年 6月30日
至 平成22年12月29日

　該当事項はありません。 同左

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

　①中間貸借対照表計上額の時価との差額

中間貸借対照表上の金融商品は、原則としてすべて時価評価されているため、中間貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。

　②時価の算定方法
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第8期中間計算期間
自 平成22年 6月30日
至 平成22年12月29日

1.株式
　　「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に
記載しております。

2.コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務
　　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額
は時価に近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。

　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　市場価額がない、又は市場価格を時価と見なせない場合には、経営者により合理的に算定された価額で評価

する場合があります。

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

取引の時価等に関する事項

種　　　　類 第7期中間計算期間末
［平成21年12月29日現在］

第8期中間計算期間末
［平成22年12月29日現在］

　該当事項はありません。 同左

（1口当たり情報）

第7期中間計算期間末
［平成21年12月29日現在］

第8期中間計算期間末
［平成22年12月29日現在］

　1口当たり純資産額 1.0181円 0.9831円

（1万口当たり純資産額） （10,181円） （9,831円）

２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】（平成23年1月31日現在）

Ⅰ資産総額 100,779,405円

Ⅱ負債総額 97,324円

Ⅲ純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 100,682,081円

Ⅳ発行済口数 101,861,348口

Ⅴ1万口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 9,884円
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第三部　【委託会社等の情報】

第１　【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

ａ．資本金の額

現在の資本金の額 45億2,430万円

（略）

＜訂正後＞

ａ．資本金の額（平成23年１月末現在）

資本金の額 45億2,430万円

（略）

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は、証券投資

信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投

資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

　平成22年７月30日現在、委託者が運用を行っている証券投資信託（親投資信託は除きます。）は

以下のとおりです。

（平成22年７月30日現在）

種類 ファンド本数 純資産額（百万円）

総合計 174 1,734,381

株式投資信託（合計） 145 1,347,894

単位型 2 7,919

追加型 143 1,339,974

公社債投資信託（合計） 29 386,487

単位型 2 958

追加型 27 385,528

＜訂正後＞

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は、証券投資

信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投

資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

　平成23年１月31日現在、委託者が運用を行っている証券投資信託（親投資信託は除きます。）は

以下のとおりです。

（平成23年１月31日現在）

種類 ファンド本数 純資産額（百万円）

総合計 180 1,889,044

株式投資信託（合計） 151 1,472,690

単位型 2 7,589

追加型 149 1,465,100

公社債投資信託（合計） 29 416,353

単位型 2 893

追加型 27 415,460

３【委託会社等の経理状況】

原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」

について、以下に記載した内容のとおり原届出書を更新するとともに、原届出書の財務諸表の末
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尾に、第51期中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）にかかる中間監査報

告書ならびに中間財務諸表の内容を追加します。

＜追加後＞
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３【委託会社等の経理状況】

１．財務諸表の作成方法について

委託会社である新光投信株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規

則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）に

より作成しております。

なお、第49期事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）については、改正前の財務諸表等

規則に基づき、第50期事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）については、改正後の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号）並びに同規則第38条および第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

また、財務諸表及び中間財務諸表の金額は、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第49期事業年度（平成20年4月1日から平成

21年3月31日まで）の財務諸表については、監査法人保森会計事務所により監査を受け、また、第50期事業

年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）の財務諸表については、新日本有限責任監査法人によ

り監査を受けております。

第51期事業年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責

任監査法人により中間監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第49期事業年度の財務諸表　監査法人保森会計事務所

第50期事業年度の財務諸表　新日本有限責任監査法人

３．連結財務諸表及び中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりません。

２．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：千円)

第51期中間会計期間末

（平成22年9月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,437,877

有価証券 3,910,761

貯蔵品 2,544

未収委託者報酬 1,359,722

繰延税金資産 119,644

その他 173,002

流動資産合計 12,003,552

固定資産

有形固定資産
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建物（純額） 27,694

器具・備品（純額） 43,345

リース資産（純額） 7,536

有形固定資産合計 ※1　　78,577

無形固定資産

ソフトウェア 51,099

その他 91

無形固定資産合計 51,191

投資その他の資産

投資有価証券 10,319,467

長期繰延税金資産 137,896

前払年金費用 445,234

長期性預金 300,000

その他 154,907

投資その他の資産合計 11,357,506

固定資産合計 11,487,274

資産合計 23,490,826

(単位：千円)

第51期中間会計期間末

（平成22年9月30日）

負債の部
流動負債
リース債務 13,842

未払金

未払収益分配金 1,049

未払償還金 53,261

未払手数料 728,493

その他未払金 67,136

未払金合計 849,940

未払法人税等 342,420

未払消費税等 48,621

賞与引当金 175,500

その他 96,508

流動負債合計 1,526,833

固定負債

長期リース債務 9,856

退職給付引当金 168,308

役員退職慰労引当金 80,458

執行役員退職慰労引当金 112,416

固定負債合計 371,040

負債合計 1,897,874

純資産の部
株主資本
資本金 4,524,300
資本剰余金
資本準備金 2,761,700
資本剰余金合計 2,761,700
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利益剰余金
利益準備金 360,493
その他利益剰余金
別途積立金 12,118,000
繰越利益剰余金 2,120,438
利益剰余金合計 14,598,932
自己株式 △6,074
株主資本合計 21,878,857
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 △285,905
評価・換算差額等合計 △285,905
純資産合計 21,592,952
負債純資産合計 23,490,826

（２）中間損益計算書

(単位：千円)

第51期中間会計期間

（自　平成22年4月 1日

至　平成22年9月30日）

営業収益

委託者報酬 6,337,326

運用受託報酬 619

営業収益合計 6,337,946

営業費用及び一般管理費 ※1　　5,601,782

営業利益 736,164

営業外収益

受取配当金 25,291

有価証券利息 29,179

受取利息 10,746

時効成立分配金・償還金 9,194

その他 4,031

営業外収益合計 78,443

営業外費用

支払利息 608

時効成立後支払分配金・償還金 　　1,068

その他 19

営業外費用合計 1,696

経常利益 812,910

特別利益

投資有価証券売却益 130,625

特別利益合計 130,625

特別損失

固定資産除却損 6,108

特別損失合計 6,108

税引前中間純利益 937,426

法人税、住民税及び事業税 333,356

法人税等調整額 15,647

法人税等合計 349,003

中間純利益 588,423
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（３）中間株主資本等変動計算書

(単位：千円)

第51期中間会計期間

（自　平成22年4月 1日

至　平成22年9月30日）

株主資本

資本金

前期末残高 4,524,300

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 4,524,300

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,761,700

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 2,761,700

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 360,493

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 360,493

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 12,118,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 12,118,000

繰越利益剰余金

前期末残高 2,024,119

当中間期変動額

剰余金の配当 △492,103

中間純利益 588,423

当中間期変動額合計 96,319

当中間期末残高 2,120,438

利益剰余金合計

前期末残高 14,502,612

当中間期変動額

剰余金の配当 △492,103

中間純利益 588,423

当中間期変動額合計 96,319

当中間期末残高 14,598,932
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(単位：千円)

第51期中間会計期間

（自　平成22年4月 1日

至　平成22年9月30日）

自己株式

前期末残高 △6,074

当中間期変動額

自己株式の取得 －

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 △6,074

株主資本合計

前期末残高 21,782,538

当中間期変動額

剰余金の配当 △492,103

中間純利益 588,423

自己株式の取得 －

当中間期変動額合計 96,319

当中間期末残高 21,878,857

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △107,742

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間

期変動額（純額）
△178,163

当中間期変動額合計 △178,163

当中間期末残高 △285,905

純資産合計

前期末残高 21,674,796

当中間期変動額

剰余金の配当 △492,103

中間純利益 588,423

自己株式の取得 －

株主資本以外の項目の当中間期

変動額（純額）
△178,163

当中間期変動額合計 △81,843

当中間期末残高 21,592,952

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項    目

第51期中間会計期間

      （自  平成22年4月1日

        至  平成22年9月30日）
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１．資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

②関係会社株式

総平均法による原価法

③その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、総平均法により算

定）

時価のないもの

総平均法による原価法

(1)有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法。但し、平成10年4月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）については、

定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物         8～47年

器具備品     2～20年

(2)無形固定資産

定額法。

なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（5年）に基づく

定額法により償却しております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定率法を採用しております。

項   目

第51期中間会計期間

      （自  平成22年4月1日

        至  平成22年9月30日）
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３．引当金の計上基準

４．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

(1)賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額の当中間会計期間対応分を計

上しております。

(2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上しておりま

す。

過去勤務債務については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌期から費用

処理することとしております。

(3)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、

規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計

上しております。

(4)執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、規程に基づく当中間会計期間末要支給額を

計上しております。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

り、控除対象外消費税等は、当中間会計期間の

費用として処理しております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

第51期中間会計期間

                          （自  平成22年4月1日

                            至  平成22年9月30日）
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（資産除去債務に関する会計基準の適用）

当中間会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成

20年3月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前中間純利益に与える影響はありません。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

項    目
第51期中間会計期間末

（平成22年9月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 480,560千円

（中間損益計算書関係）

項    目

第51期中間会計期間

      （自  平成22年4月1日

        至  平成22年9月30日）

※１．減価償却実施額 有形固定資産        13,969千円

無形固定資産        22,964千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

第51期中間会計期間（自  平成22年4月1日  至  平成22年9月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,823,250 － － 1,823,250

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 643 － － 643

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年6月21日

定時株主総会

普通

株式
492,103 270平成22年3月31日平成22年6月22日

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

EDINET提出書類

新光投信株式会社(E12432)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

26/34



（リース取引関係）

第51期中間会計期間

                          （自  平成22年4月1日

                            至  平成22年9月30日）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

有形固定資産

主として、投信システム設備としてのサーバー、ネットワーク機器他（器具備品）であり

ます。

(2)リース資産の減価償却方法

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「２．固定資産の減価償却方法(3)

リース資産」に記載のとおりであります。

（金融商品関係）

第51期中間会計期間末（平成22年9月30日）

金融商品の時価等に関する事項

平成22年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）

２．参照）。

中間貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 現金及び預金 6,437,8776,437,877　　　　－

(2) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的債券

その他有価証券

4,932,057

8,971,897

4,959,590

8,971,897

27,532

－

(3) 未収委託者報酬 1,359,7221,359,722　　　　－

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(2) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所、債券は日本証券業協会発表の公社債店頭売買参考

統計値の価格、投資信託は基準価額によっております。

(3) 未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間貸借対照表計上額（千円）
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非上場株式 326,273

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(2) 有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（有価証券関係）

第51期中間会計期間末（平成22年9月30日）

１．満期保有目的の債券

種類
中間貸借対照表

計上額(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

時価が中間貸借対照表計

上額を超えるもの

(1)国債・地方債等 － － －

(2)社債 4,932,0574,959,59027,532

(3)その他 － － －

小計 4,932,0574,959,59027,532

時価が中間貸借対照表計

上額を超えないもの

(1)国債・地方債等 － － －

(2)社債 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 4,932,0574,959,59027,532

２．関係会社株式

関係会社株式（中間貸借対照表計上額　77,100千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。

３．その他有価証券

種類
中間貸借対照表

計上額(千円)

取得原価

(千円)

差額

(千円)

(1)株式 47,297 45,457 1,840

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(2)債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 1,216,7601,210,0116,748

③その他 － － －

(3)その他 709,928 659,90150,027

小計 1,973,9851,915,36958,616

(1)株式 － － －

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(2)債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 503,950 504,057△107

③その他 － － －

(3)その他 6,493,9617,034,523△540,561

小計 6,997,9117,538,580△540,669

合計 8,971,8979,453,950△482,052

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額249,173千円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

第51期中間会計期間末（平成22年9月30日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（セグメント情報等）

セグメント情報

第51期中間会計期間（自  平成22年4月1日  至  平成22年9月30日）

当社は、資産運用業という単一セグメントであるため、記載を省略しております。

関連情報

第51期中間会計期間（自  平成22年4月1日  至  平成22年9月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社の製品及びサービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益各項目の区分と同一である

ことから、製品及びサービスごとの売上高の記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

当社が運用している投資信託は大半が公募投信であり、委託者報酬を最終的に負担する主要な受

益者の情報は制度上、把握し得ないため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額は、中間貸借対照表の有形固定資産の金額と同一である

ことから、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

当社が運用している投資信託は大半が公募投信であり、委託者報酬を最終的に負担する主要な受益

者の情報は制度上、把握し得ないため、記載を省略しております。

（追加情報）

　当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

　平成20年3月21日）を適用しております。

（１株当たり情報）

第51期中間会計期間

                          （自  平成22年4月1日

                            至  平成22年9月30日）

1株当たり純資産額             11,847円28銭

1株当たり中間純利益金額          322円84銭

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎
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項    目
第51期中間会計期間末

（平成22年9月30日）

純資産の部の合計額　　（千円） 21,592,952

普通株式に係る純資産額（千円） 21,592,952

普通株式の発行済株式数（千株） 1,823

普通株式の自己株式数　（千株） 0

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（千株） 1,822

（注）２．１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎

項    目

第51期中間会計期間

(自 平成22年4月1日

至 平成22年9月30日)

中間純利益　　　　　　　（千円） 588,423

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益（千円） 588,423

期中平均株式数　　　　　（千株） 1,822
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第２　【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

（1）みずほ信託銀行株式会社（「受託者」）

ａ．資本金の額

平成22年７月末日現在、247,260百万円

（略）

（2）株式会社北陸銀行（「販売会社」）

ａ．資本金の額

平成22年７月末日現在、140,409百万円

（略）

＜訂正後＞

（1）みずほ信託銀行株式会社（「受託者」）

ａ．資本金の額

平成23年１月末現在、247,303百万円

（略）

（2）株式会社北陸銀行（「販売会社」）

ａ．資本金の額

平成23年１月末現在、140,409百万円

（略）
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独立監査人の中間監査報告書

平成２２年１２月２８日

新　光　投　信　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 公認会計士　　田　中　俊　之
業務執行社員

　
指定有限責任社員

公認会計士　　伊　藤　志　保
業務執行社員

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理の状況」に掲げられている新光投信株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３

１日までの第５１期事業年度の中間会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、新光投信株式会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終

了する中間会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）の経営成績に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

（※）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社が別途保管しております。

EDINET提出書類

新光投信株式会社(E12432)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

32/34



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

平成２３年１月２５日

新　光　投　信　株　式　会　社

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田　中　俊　之

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊　藤　志　保

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ
ンドの経理状況」に掲げられている北陸３県応援ファンドの平成２２年６月３０日から平成２２年
１２月２９日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金
計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、
当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を
損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査
は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当
監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表
の作成基準に準拠して、北陸３県応援ファンドの平成２２年１２月２９日現在の信託財産の状態及
び同日をもって終了する中間計算期間（平成２２年６月３０日から平成２２年１２月２９日まで）
の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
　新光投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その
原本は当社が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

次へ
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

平成２２年１月２６日

新　光　投　信　株　式　会　社

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田　中　俊　之

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊　藤　志　保

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ
ンドの経理状況」に掲げられている北陸３県応援ファンドの平成２１年６月３０日から平成２１年
１２月２９日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金
計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、
当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当
監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を
損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査
は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当
監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表
の作成基準に準拠して、北陸３県応援ファンドの平成２１年１２月２９日現在の信託財産の状態及
び同日をもって終了する中間計算期間（平成２１年６月３０日から平成２１年１２月２９日まで）
の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
　新光投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その
原本は当社が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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